
 
 

 
◎ 全国新幹線鉄道整備法（昭和四十五年法律第七十一号）（抄） 

 
（工事実施計画）  

第九条 建設主体は、前条の規定による指示により建設線の建設を行おうとす

るときは、整備計画に基づいて、路線名、工事の区間、工事方法その他国土

交通省令で定める事項を記載した建設線の工事実施計画を作成し、国土交通

大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様

とする。  
２ （略） 
３ （略） 
４ 国土交通大臣は、建設主体が機構である場合において第一項の規定による

認可をしようとするときは、あらかじめ、第十三条第一項の規定により新幹

線鉄道の建設に関する工事に要する費用を負担すべき都道府県の意見を聴か

なければならない。  
５ （略） 
 
（建設費用の負担等）  

第十三条 機構が行う新幹線鉄道の建設に関する工事に要する費用（営業主体

から支払を受ける新幹線鉄道に係る鉄道施設の貸付料その他の機構の新幹線

鉄道に係る業務に係る収入をもつて充てるものとして政令で定めるところに

より算定される額に相当する部分を除く。）は、政令で定めるところにより、

国及び当該新幹線鉄道の存する都道府県が負担する。  
２～４ （略） 
 
◎ 全国新幹線鉄道整備法施行令（昭和四十五年政令第二百七十二号） 

 
（国及び都道府県の負担）  

第八条 国及び都道府県が法第十三条第一項の規定により負担すべき費用の額

は、毎事業年度、新幹線鉄道の建設に関する工事に要する費用の額から前条

第二項の国土交通大臣が定める額を控除した額に、国にあつては三分の二を、

都道府県にあつては三分の一を、それぞれ乗じて得た額とする。  
２ （略） 
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